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非構造格子を用いた津波氾濫解析の

現地適用と陸上構造物の影響評価
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In this study, we introduced flood analysis using unstructured meshes to tsunami inundation computation. At first,

we verified its validity for the tsunami inundation case by comparing with the result provided with usual numerical

simulation using normal spatial meshes. Secondary, we applied it to the supposed case of the earthquake-induced

tsunami at the area of Kesennuma bay under the condition that coastal defense facilities were deposed and the effect

of houses were considered as the residential dominated ratio inside the mesh or water transparent ratio from the

neighboring road meshes.

The simulation using unstructured meshes well reproduced local inundation flow around the land structures. And

it implied that residences generally had mitigation effect for tsunami inundation disaster but it locally increased

tsunami hazard especially on the road in case urbanization was progressed.
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1. は じめ に

津波 による浸水災害時,避 難経路上における浸水

流を精度よく把握することは,防 災検討上重要であ

る.特 に市街化が進んだ沿岸域において,避 難経路

周辺の家屋等陸上構造物が浸水流れに与える影響は

大きい.こ うした市街化の影響 を強 く受けた遡上波

は津波先端の到達時間や遡上波流速が市街化 してい

ない地域 と比べて異なることが予想 され,こ れ らの

効果を考慮する必要があると考えられる.

数値計算による検討を行 う際に家屋による影響は,

通常,建 物占有率に応 じた粗度係数を与えて摩擦項

とい う形で取 り込むが,こ の手法では構造物形状や

配置に起因する局所的な流れ を表現することはでき

ない.こ れを再現するためには空間格子をより細か

くす る方法1)や建物形状をVOSモ デル によって再現

す る方法2)等の研究があるが,計 算負荷や地形デー

タの整備コス ト増大といった課題溝ある.

本研究では,津 波浸水計算に対 して一般的に用い

られるスタッガー ド格子(正 方形構造格子)に よる

差分スキームを凸多角形格子へ拡張 した非構造格子

による津波浸水計算を行 う.本 手法は格子形状に自

由度があるため,建 物や沿岸防護施設形状の再現を

行 う場合,構 造格子によって再現する場合 と比べ格

子数を増や さず行 うことが可能である.ま た支配方

程式は非線形長波方程式であり,流 体直接解析法を

用いたVOSモ デルによる方法 と比べても計算負荷が

大きくならないメリッ トがある.

本手法は主に河川の氾濫解析に活用 されて来たが,

本研究ではまず津波浸水計算に対す る適応性 を検証

する.そ して実サイ トの津波浸水計算へ応用 ・高度

化することで,市 街陸上構造物の影響を受けた津波

流れの特性を抽出 し,避 難時等に防災上留意すべき

事項について考察することを研究 目的とする.

2. 数値 計算手法

本研究では津波浸水の数値計算手法として,一 般

的に用い られる正方形格子(構 造格子)に よる浸水

計算に従った方法 と非構造格子による方法について

比較検討す る.い ずれ も非線形長波方程式を差分ス

キームに基づいて変数離散化 している.以 下,両 計

算手法の概要およびモデル地形への適用例を示す.
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(1) 構造格子による方法
一般的に用い られる非線形長波方程式に対 し

,空

間方向にスタッガー ド格子による差分,時 間方向に

は りープフロッグ法を適用 し,風 上差分によって数

値計算を進める.以 下に連続式,運 動量式を示す.

(1)

(2)

(3)

こ こでD:全 水 深,M,Nお よびu,vはx,y方 向へ

の線流量,断 面平均流速,η:水 位,g:重 力加

速度,n:マ ニ ングの粗度係数 であ る.な お遡上域

では小谷 ほか3)に 従 った土地利用 に応 じた粗度設定

お よび遡 上計 算 を行 うこととす る.

(2) 非構造格 子 による方法

非構造格子 に よる浸水 計算 は川池 ほか4)に よって

開発 され てい る.本 研 究 も数 値計算 手法の概略 は同

様で あるが,遡 上先端条件 お よび住 区通過 率 の設定

に変更 を加 えた.

数値 計算 は,構 造格 子 に よる場 合 と同様,(1)～

(3)の 連続式,運 動量式 か らな る.各 変数 は図-1の

通 り定 義 し,そ の 離 散化 は 図-2,3に 示 す コ ン ト

ロール ボ リュー ムを考慮 して,以 下 の通 り行 った.

(4)

(5)

(6)

ここで,辺Lに おける運動量式中の移流項は格子重

心位置での補間流量フラックスを用いて次の通 り表

される.

(7)

(8)

補間流量フラックスは各辺中点からの距離の逆数に

図-1 変数定義位置

図-2 連続式検査面

図-3 運動量式検査面

比例 した形で次の通 り定義 され る.な おM, Nは

検査面周囲の辺1で の流体流入方向に応 じて検査面

内外の値を使い分ける(図-3参 照).

(9)

(10)

その他の項 は次の通 りで あ る,

(11)
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(12)

(13)

(14)

(15)

ここでziは 格子iの 地盤 高で ある.

なお遡上先端条件 は川 池 ほか4)は 越流公 式に よっ

て与えてい るが,本 研 究で は津 波浸水計算 で一般 的

に用 い られ る小谷 ほか3)の 方 法に従 った.ま た道 路

格 子 か ら住 区へ の 通過 率 β(0〓β〓1)を 設 定 して,

より現実的な街路流れをシミュレー トする,さ らに

後述す る検討サイ ト(気 仙沼市大川北部)へ の適用

にあたっては,格 子生成の簡便性を考慮 して住区内

の建物形状は直接格子要素 として表現せず,住 区内

建物 占有率 λ(0〓λ〓1)を与 え る.

建物 占有率 λを取 り込んだ連続式,道 路要素-住

区要素間において通過率 βを設定 した補正流量フ

ラックスを以下に記す.

(16)

M*=βM, N*=βN (17)

なお,川 池ほか4)は 通過率を連続式 中の流量フラッ

クスのみに乗 じているが,本 検討では補間流量 フ

ラックス計算の際にも通過率を乗 じた流量フラック

スを用いている.こ れ により非線形性が卓越する遡

上域の住区近接街路において,住 区通過率が小 さい

場合には補間流量フラックスは街路方向を指向し,

街路流の精度 向上が期待できる.

(3) モデルの比較検証

検討サイ トにおける計算を行 う前に,一 般に用い

られる土地利用を粗度係数によって評価する遡上計

算(構 造格子)と 建物形状を格子に取 り込んだ計算

(非構造格子)に 関す るモデルの比較を行った,検

討は家屋 占有率を変化 させた市街地モデル地形(陸

域から海域にかけて一様2%勾 配の等水深線海岸)

に対 して波高2m,周 期4分 の正弦波を沖合から入

射 させて行った.計 算地形は表-1に 示す3ケ ース

とし,陸 上部には汀線か ら密集度の異なる住区配置

を想定す る.構 造格子計算は5m正 方形格子 とし,

非構造格子計算では,個 々の家屋形状を格子化する.

計算は,次 の3パ ターンで行った.

a) 構造格子モデル:陸 上遡上時には家屋 占有率に応

じて表-1申 の粗度係数を用いる.

b) 非構造格子モデル(β=1):構 造格子計算 との

比較のため,建 物要素内を水が透過かっ陸上粗度係

数 も同じ条件(表-1)で 与える.

表-1 検討地形

図-4 浸水範 囲の比較(上:地 形A,中:地 形B,下:

地形C;白 色:建 物 また は非構 造格子計算非

浸水範 囲)

c) 非 構造 格 子モ デ ル(β=0):建 物 要 素 内へ 水 は

透 過 しない場合 を計算す る。

図-4 に各検 討地形 ・各 計算 モデル に対 す る浸水

範 囲 の比較 を示す.な お図 にはモデ ルc)の 浸水 深

とt=2分 にお け る流速ベ ク トル を表示 してい る.a),
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b)の 両計算モデルに対 し,浸 水範囲は,計 算格子形

状の違いによるばらつきはあるもののほぼ一致す る.

非構造格子を用いた津波計算は構造物がない場合に

は,構 造格子計算 と同等の浸水範囲を与えることが

わか る.一 方,c)で は建物側面 と背後 における流

速 ・流向差や,居 住区密度の増加に伴 う遡上先端の

局地的後退な ど,陸 上建物の浸水に対する影響が見

られ る.非 構造格子による建物形状 を格子に取 り込

んだ効果 といえる.

3. 現 地サ イ トへの適用

(1) 検討位置

前章で検討 した計算手法を宮城県気仙沼市大川北

部地域に対 し適用 した,当 地区は気仙沼湾奥の大川

左岸側 に位置す る.写 真-1に 検討範囲全景を示す.

検討範囲沿岸部は埋立て埠頭 として利用 されてお

り,背 後は住宅地であ り人 口の集中が見 られる.ま

た一部に胸壁や河川堤防が配備 され,津 波時には防

護施設 として機能す ることが期待 され る.図-5に

検討位置および防災施設配置を示す.

(2) 想定地震および津波計算の流れ

想定地震 として検討地点で大規模な浸水が予測 さ

れる連動型宮城県沖地震を採用 した.計 算では宮城

県防災会議地震対策専門部会5)に よる断層パラメー

写真-1 気仙沼湾全景(右 側が大川北部の市街)

図-5 計算領域

タに対 してア スペ リテ ィを考慮 しないパ ター ンを考

え,Mansinha & Smylie6)の 手法 に従 っ て静 的 に海

底地盤変位 を計算 し,こ れ を初期水位 として与 えた.

なお潮位 はTP+0.75m(朔 望 平均満 潮位)と した.

津波 の伝播 は深海域 では線 形長波理論 を,検 討域近

傍の浅海域 で は非線形長 波理論 を適用 した.空 間格

子 は 検 討 領 域 が 近 づ く に つ れ 格 子 間 隔 を

337.5m,112.5m,37.5mと 順 次細か くして領 域接続 し,

最終的 には12.5mで 地形 を再現 し,検 討範 囲の遡上

計算 を行 う(構 造格子).一 方,非 構造格 子に よる

浸水計算 は これまで洪水解 析 な どに適用 されてお り,

この場合 は破 堤点 よ り流 量ハイ ドログラフ を与 える

こ とに よって計算 を進 めてい る.本 研究 では,津 波

伝 播計算最終 領域 に含 まれ る検討範 囲沖合 にて,構

造格子 と非構 造格子 の形状 ・座 標 を一致 させ,そ の

位 置 にお ける伝 播計算 の水位 と線流量 を抽 出 し,こ

れ らを非構造 格子計算 時の境界条件 として与 える.

図-6 浸水開始時間(構 造格子)

図-7 非構造格子図(一 部拡大図)
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(3) 構造格子による浸水計算

構造格子による計算は(2)で 述べた最小格子サイ

ズ(12.5m)の 領域 においてそのまま遡上計算 を

行った.図-6に 検討領域 における浸水開始時間を

示す.検 討範囲では地震発生後およそ40分 以降か

ら津波 による遡上が計算 されている.

図-8 住区通過率別浸水計算結果

(4) 非構造格 子 による浸水計算

非構造格 子計算 においては,沖 合 の境 界は構造格

子計算 にあわせ12.5m正 方形格子 とし,遡 上範囲 は

凸多角形 にて住 区や街 路,沿 岸防 災施設 を反映す る

よ う格子 を作成 した.図-7に 作成 した 非構造 格子

の一部 を示 す.各 格子 には地盤高 の他,こ うした住

区や道路,海 域 とい った属性 を与 えてい る.

気仙 沼地 点へ の非構造格 子計算 にあた り,建 物 占

有率 λは,実 サイ ト住 区内にお ける建物 占有率の平

均値 λ=0.36を 用 い た.ま た 通過 率 に関 して は,

β=0,1.0お よび 中川7)に な らって建物 占有率 を考

慮 した β=√1-λ=0.8と した3ケ ースを想 定 した.

図-8に 各 ケ ース最 終浸水 範囲 を示す.な お 図 中

には構造格 子 による計算結 果(浸 水範 囲)を 併記 し

てい る.図 中のベ ク トル はt=45分 の浸水が拡大 し

てい る時間帯の流速 を示す.但 し,こ こでの表 示 は,

非構造格子 重心で得 られ た計算結果 を格 子内で一様

と見 な し,5m正 方形格 子 点上 でその値 を再配 分 し

た ものである.β=0お よび0.8と 道 路か ら住 区へ

図-9 避難 不能範囲 ・時間の比較

(左:通 過率 β=1,右:通 過率 β=0.8)

図-10 避難不能範 囲 ・時 間の比較

(左:通 過 率 β=1,右:通 過 率 β=0)
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の通過に制約がある場合は,浸 水量の多い胸壁北側

の岸壁から街路沿いに津波流れが発生 していること

がわかる.一 方,β=1.0と 住区通過を制限 しない

場合,氾 濫水は浸水箇所から道路や建物の影響を受

けず四方に広がることがわかる.浸 水範囲は通過率

1.0の 場合,構 造格子計算に比べやや浸水範囲が広

くなっている.非 構造格子計算では住区粗度は検討

域の平均建物 占有率0.36を 勘案 して一様(0.06)に

与えたが,検 討範囲中心付近は市街が発達 してお り,

構造格子計算では0.06～0.11と 比較的大きな粗度

を与えたことが原因に考えられる.逆 に通過率0.8

のケースでは検討域南部で浸水が見 られない箇所が

ある.こ の範囲では道路要素が疎であ り,胸 壁や河

川堤防背後が住区 と接す る場所が多 く,流 入が制限

されたためと考えられる.

(5) 陸上構造物が津波避難へ及ぼす影響

陸上構造物の影響を受けた津波氾濫流れが,人 間

の避難 に対 してどのような影響を与えるかを検証す

るために,非 構造格子住区通過率毎に避難不可能 と

なった領域 ・時間帯を算定した.結 果を図-9,10に

比較する.な お,津 波浸水流 による避難可否判定は

西畑 ら8)に従い,年 齢 ・性別に応 じて計算流速 と水

深か ら限界歩行速度 を求めることによ り行った.こ

こでの避難限界条件は,50歳 代の男性を対象 とし

て,歩 行速度0.5m/s以 下あるいは水深70cm以 下 と

なった場合 とした.

通過率0.8と したケースにおいて,胸 壁北側を回

り込んだ流れは遡上開始地点付近で街路沿いに強い

流れを発生 させ,道 路上では住区に対 し,避 難不能

となる時間が相対的に早まる傾 向にある.ま た津波

は街路を進むにつれて住 区へ の流入や反射な どに

よって減勢す るため,内 陸部では通過率1の ケース

と比べハザー ドは減少す る傾向にある.一 方,住 区

通過率を0と した場合(市 街化が進んだ場合)に よ

る計算では,検 討域南側では同様にハザー ドは減少

傾向にあるが,街 路が発達 した検討範囲中心付近で

はハザー ドが増加する場所 も見 られる.

以上 よ り住 区と街路 を区別 した津波浸水計算 を

行った場合,建 物自体は運動量を伴 う津波を減勢 さ

せ ることによ り津波ハザー ドを減少 させ る効果があ

る.一 方で,著 しく発達 した市街では街路流によっ

て局所的にハザー ドが増加す る領域が現れ る可能性

が示唆される.

4. まとめ

(1) 非構造格子による計算所要時間は比較的短 く,

格子形状の 自由度が高いため構造格子計算と接続 さ

せ ることが容易である.そ のため,住 区や沿岸防護

施設等,陸 上構造物地形を考慮 した津波浸水計算を

簡易 的 に行 うことが可能 となった、

(2) 土地利 用 に応 じて粗度係 数 を設 定す る一般 的 に

用 い られ る津波浸水 計算 と同条件 下 にお け る非構 造

格子 に よる計算 をモデル地形 で比較 した結果,浸 水

範 囲は ほぼ一致 した.こ れ に加 え建物地形 を取 り込

んだ非構 造格子 に よる計算 では街 路 に沿 った津波 氾

濫流 れの再現 が可能 で あ り,津 波 浸水災害 に対す る

非構 造格子モデル の適 用性 が検証 された.

(3) 津波 は道路 上で は住 区 よ り避 難不 能 とな る時 間

が早 ま る傾 向 があ り,住 区 自体 は津波 を緩衝す る効

果 があ る.

(4) 津波 か らの避 難 を考 えた場合,街 路 を走 る浸 水

流流 速や浸水範囲 の局所的 な変動 は,防 災上危 険側

に作 用す る場合 もあ り注意 が必要 であ るこ とが,避

難 限界外 力の空 間的分布 か ら示唆 され る.

(5) 非構造格 子 に よる津波 計算 に あたっ て,時 間 ・

空 間格 子サイ ズや形状 に起 因す る計算安定条件や 精

度 については不 明であ り,今 後 の課題 で ある.
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